様式第4(第6条関係)

振動の防止の方法変更届出書

年　　月　　日

　　霧島市長　　殿

	届出者
	氏名又は名称及び住所並びに法人にあつてはその代表者の氏名
	印


　　振動規制法第8条第1項の規定により、振動の防止の方法の変更について、次のとおり届け出ます。

	工場又は事業場の名称
	　
	※　整理番号
	　

	工場又は事業場の所在地
	　
	※　受理年月日
	年　 月　 日

	振動の防止の方法
	変更前
	変更後
	※　施設番号
	　

	
	別紙のとおり。
	※　審査結果
	　

	
	
	※　備考
	　


　備考　1　振動の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、かつ、できる限り、図面、表等を利用すること。また、変更前及び変更後の内容を対照させること。

　　　　2　※印の欄には、記載しないこと。

　　　　3　届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格A4とすること。

　　　　4　氏名(法人にあつてはその代表者の氏名)を記載し、押印することに代えて、本人(法人にあつてはその代表者)が署名することができる。
振動規制法

(特定施設の変更等の届出)
第八条　第六条第一項又は前条第一項の規定による届出をした者は、その届出に係る第六条第一項第三号から第五号に掲げる事項の変更をしようとするときは、当該事項の変更に係る工事の開始の日の三十日前までに、環境省令で定めるところにより、その旨を市町村長に届け出なければならない。ただし、その変更が環境省令で定める軽微なものであるときは、この限りでない。

２　第六条第一項又は前条第一項の規定による届出をした者は、当該特定工場等に設置している特定施設以外の施設が特定施設となつたときは、当該特定施設以外の施設が特定施設となつた日から三十日以内に、環境省令で定めるところにより、第六条第一項各号に掲げる事項を市町村長に届け出なければならない。

３　第六条第二項の規定は、前二項の規定による届出について準用する。

(平一一法八七・平一一法一六〇・一部改正)
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